【別紙】超勤手当割増率等の見直し交渉内容と要求書　

(1)　超過勤務時間月60時間を超える時間の手当支給割合については、改正労基法において150/100に引上げることとなっており、公務員においても改正労基法に倣い月60時間を超える部分については150/100ということで検討していきたい。また、改正労基法においては、法定休日（週１日）は時間外のカウントの対象になっていないが、この点に関して民間企業がどう対応するかは現時点では不明であることから、公務においても法律に倣ってこれを除外する方向でいかざるを得ず、その際、日曜日を除外したいと考えている。
(2)　割増分について、超勤手当にするのか、代替休暇にするかは、基本的には本人の希望にそっていくものと考えている。なお、代替休暇を付与する時、各任命権者がどのような形で対応していくのかについては、今後、検討していきたい。
(3)　月45時間超60時間未満の割増率については、民間準拠の観点から、現段階で130/100に引上げることはなかなか難しいと考える。
(4)　超勤手当の全額支給については、当然の話で、そのように運用してもらうよう各府省に対して指導していきたい。

　これに対して公務員連絡会側は、①日曜日の勤務が60時間超の対象にならないというのは、土曜に仕事をしなければならない人と日曜日に仕事をしなければならない人との間で差がつくことになり、納得できない②人事院の示した「（案）」は、民間準拠というより民間の最低準拠ではないか③代替休暇付与については、超勤手当割増分の支給を第一義に考え、その上で代替休暇を設けるという仕組みのもとで本人が自由に選択できるものにしてもらいたいということだ、とさらなる検討を求めた。

　最後に、上山参事官が「現段階では、方向性は決めているが100％固まっているわけではない。各府省や関係団体からの要望・要請を踏まえ、引き続き公務員連絡会と交渉・協議を行っていきたい」と述べたことに対し、石原委員長は「われわれの要求事項について前向きな検討を是非お願いしたい」と要求事項の実現を強く求め、この日の交渉を終えた。
（別紙１） 


超過勤務手当の割増率の引上げと代替休暇の付与について（案）
平成２１年６月１８日
人事院職員福祉局
人事院給与局

１　超過勤務手当の支給割合の引上げ
　　週１日の週休日（官執勤務職員にあっては原則日曜日）における超過勤務時間を除外して累積した超過勤務時間が月60時間を超える時間について、超過勤務手当の支給割合を150/100に引き上げる。

２　代替休暇の付与
　(1)　月60時間を超える超過勤務に対する超過勤務手当の支給割合の引上げ分（例：125/100から150/100に引き上げた場合、その差の25/100）の支給に代えて、各省各庁の長は、勤務日等においても勤務を要しない日又は時間を、職員の希望も考慮し、指定することができる。
　　　ア　超過勤務の休暇への換算は、 

【月60時間を超える超過勤務時間数】×【支給割合の引き上げ分】
とする。
　　　イ　勤務を要しない時間の単位は、１日又は４時間とする（アの時間数と年次休暇を合わせて１日又は４時間とすることができる。）。
ウ　各省各庁の長は、超過勤務が60時間を超えた月の翌月・翌々月の間で、勤務を要しない日又は時間を指定する。

(2) 指定された日時に休めなかった場合には、代替休暇の算定基礎となっていた超過勤務手当の支給割合の引上げ分を支給する。
以　　　上
（別紙２） 


２００９年６月２５日
人事院総裁
　谷　　公　士　殿
公務員労働組合連絡会
議 長 　福 田　精 一
超過勤務手当割増率等の見直しに関する要求書

　日頃の人事行政に対する貴職のご尽力に心から敬意を表します。
　過日、貴職から当方に「超過勤務手当の割増率の引上げと代替休暇の付与について（案）」が提示されました。これは、長時間労働を抑制するための改正労働基準法を踏まえた措置であり、公務においても長時間労働を抑制するための措置として有効に機能することが求められる重要な課題です。
　つきましては、労働基準法改正の趣旨も踏まえるとともに、公務における超過勤務縮減の観点から、下記事項の実現に向けて誠意を持って交渉・協議に応じ、課題の解決に全力で当たられるよう強く要求します。
記

１．月60時間を超える超過勤務については、超過勤務手当の支給割合を150/100とすること。また、公務の勤務時間制度においては、週休日の勤務についても正規の勤務時間以外の勤務であり、超過勤務であることに違いはないことから、長時間労働を抑制する観点から日曜日における勤務を60時間を超える超過勤務時間の算定から除外しないこと。

２．月60時間を超える超過勤務に対する超過勤務手当の支給割合の引上げ分については、職員本人が希望した場合には、割増分の手当の支給（25/100）に代えて、原則として本人の希望する日時を勤務を要しない日または時間（代替休暇）に指定することができる仕組みとすること。

３．改正労働基準法で月45時間を超え月60時間までの時間外労働について、労使協定で法定割増率を上回るよう定める努力義務が課されたこと、及び民間の割増率の実態が公務の割増率を上回っていることなどを踏まえ、公務においては、超過勤務の最低割増率を30/100に引き上げること。

４．超過勤務に対しては、超過勤務手当を全額支給すること。
以　上
